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貸 借 対 照 表 

（2022年９月 30日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科目 金額 科目 金額 

流 動 資 産   935,384 流 動 負 債   487,128 

 現金及び預金 138,721  業務未払金 101,483 

 完成業務未収入金 602,076  未払金 67,058 

 未成業務支出金 49,554  未払費用 46,104 

 商品 2,932  未払法人税等 43,499 

 前払費用 22,085  未払消費税等 26,854 

 未収入金 15,694  預り金 44,509 

 立替金 6,601  未成業務受入金 66,102 

 仮払金 8  賞与引当金 91,396 

 貸付金 100,000  業務損失引当金 49 

 その他 148  その他 70 

 貸倒引当金 △2,438    

固 定 資 産 372,655 固 定 負 債      154,043 

 有 形 固 定 資 産 240,221  退職給付引当金 149,611 

 建物 100,090  役員退職慰労引当金 2,257 

 器具備品 21,992  リース債務 2,174 

 土地 116,208    

 リース資産 1,929    

    負 債 合 計 641,172 

   純 資 産 の 部 

 無 形 固 定 資 産 13,462 株 主 資 本 666,856 

 ソフトウェア 1,152 資本金 10,000 

 電話加入権 12,310 資本準備金 10,000 

    利益剰余金 646,856 

   利益準備金 1,147 

 投資その他の資産 118,971  その他利益剰余金 645,709 

 投資有価証券 1,367  繰越利益剰余金 645,709 

 出資金 10    

 長期前払費用 4,677    

 長期差入保証金 12,514 評価・換算差額等 11 

 繰延税金資産 100,402  その他有価証券評価差額金 11 

 その他 0  純 資 産 合 計 666,867 

資 産 合 計 1,308,039 負債純資産 合計 1,308,039 

・付記事項 

当期純利益金額 80,394千円 



 

 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により  

処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

主として個別法による原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）･････定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び 2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 3～50年 

器具備品 3～10年 

(2) 無形固定資産･････定額法 

   なお、ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

  (3) リース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (2) 業務損失引当金 

     受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係 

る損失見込額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。 



 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職給付金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

 収益の計上基準 

原則として完成基準を採用しておりますが、工期が３ヶ月を超え、かつ受注金額が

100万円超の業務については、工事進行基準を採用しております。 

 

５．消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。 

 

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 


